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 佐賀県建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則をここに公布する。 

  平成27年10月９日 

佐賀県知事  山  口  祥  義    

 佐賀県規則第 53 号 

   佐賀県建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 123 号。以下「法」という。）の施行に関し、建築物の耐震改修

の促進に関する法律施行令（平成７年政令第 429 号）及び建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則（平成７年建設省令第 28 号。以下

「省令」という｡）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （耐震診断の結果の報告書の添付書類） 

第２条 省令第５条第４項（省令附則第３条において準用する場合を含む。）の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

 (1) 耐震診断の結果を既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会に登録された耐震判定委員会（以下「判定委員会」という。）

が証する書類（以下「耐震診断の判定結果書」という。）の写し 

 (2) 付近見取図、配置図、各階平面図及び床面積求積図 

 (3) その他知事が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、知事が提出の必要がないと認めるときは、同項第１号に掲げる書類を添えることを要しない。 

 （耐震改修の計画の認定の申請書の添付書類） 

第３条 省令第 28 条第２項の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

 (1) 建築物の耐震改修の計画が法第 17 条第３項第１号の国土交通大臣が定める基準に適合していることを判定委員会が証する書類（以下

「耐震改修計画の評価書」という。）の写し 

 (2) 付近見取図、配置図、各階平面図及び床面積求積図 

２ 法第 17 条第３項第１号の国土交通大臣が定める基準に適合するものとして同項の計画の認定を受けようとする建築物の耐震改修の計画

について同条第１項の規定により認定の申請をしようとする場合には、省令第 28 条第２項の規定にかかわらず、同項に規定する構造計算書

を添えることを要しない。 

 （地震に対する安全性に係る認定の申請書の添付書類） 

第４条 省令第 33 条第１項に規定する規則で定める書類は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

 (1) 省令第 33 条第１項第１号に掲げる図書を提出する場合 現況調査報告書（様式）及び床面積求積図 

 (2) 省令第 33 条第１項第２号に掲げる図書を提出する場合 現況調査報告書、付近見取図、配置図、各階平面図及び床面積求積図 
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２ 省令第 33 条第２項第１号の規則で定める書類は、付近見取図、配置図、各階平面図、床面積求積図及び次に掲げるいずれかの書類とする。 

 (1) 耐震診断の判定結果書の写し 

 (2) 耐震改修計画の評価書の写し及び現況調査報告書 

３ 省令第 33 条第２項第２号に規定する規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

 (1) 現況調査報告書 

 (2) 付近見取図、配置図、各階平面図及び床面積求積図 

４ 法第 22 条第２項の国土交通大臣が定める基準に適合するものとして同項の認定を受けようとする建築物について同条第１項の規定によ

り認定の申請をしようとする場合には、省令第 33 条第２項第１号の規定にかかわらず、同号に規定する構造計算書を添えることを要しない。 

 （耐震改修の必要性に係る認定の申請書の添付書類） 

第５条 省令第 37 条第１項第３号の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

 (1) 耐震診断の判定結果書の写し 

 (2) 付近見取図、配置図、各階平面図及び床面積求積図 

２ 法第 25 条第２項の認定を受けようとする区分所有建築物について同条第１項の規定により認定の申請をしようとする場合には、省令第

37 条第１項の規定にかかわらず、同項第２号に規定する構造計算書を添えることを要しない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の日前に耐震診断を完了した建築物で耐震診断の判定結果書の交付を受けていないものについては、耐震診断の結果を示

す構造計算書をもって第２条第１号の耐震診断の判定結果書の写しに代えることができる。
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様式（第４条関係） 

現況調査報告書 

年  月  日  

  佐賀県知事     様 

 

申請者  住所   

 氏名  ㊞ 

（法人にあっては、主たる事務所の所在 

地、名称及び代表者の氏名） 

 

  建築物の耐震改修の促進に関する法律第 22 条第１項により認定を申請する建築物の現況に

ついて調査結果を報告します。 

１ 調査者 資格 （  ）建築士（      ）登録第    号 

氏名 ㊞   

建築士事務所 （  ）建築士事務所（    ）知事登録第    号 

名称 （電話番号      ） 

所在地  

２ 建築物 建築物名称  

敷地位置  

建築面積  延床面積  

構造  階数 地上 階 地下 階 

建築物の用途  

３ 調査結果 構造耐力関係

規定 

□適法  □既存不適格 

 
既存不適格

条項 
 

構造耐力関係

以外の規定 

□適法  □既存不適格 

 
既存不適格

条項 

 

耐震改修工事

の改修計画と

施工内容 

 

特記事項 

 増改築等の履歴 □違法な増改築の実施がされていないことを確認した。 

 既存部分の劣化状況 □著しい劣化状況は見られないことを確認した。 

 調査結果 □耐震改修計画のとおり耐震改修が行われていることを確認した。 

 その他 

 

 注 １ 該当する□にはレ印を記入すること。 

２ 耐震改修の施工状況が分かる写真を添付すること。 


